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コバトンサイクル工場の経済波及効果 ～企業立地版ツールの利用例～ 

 

埼玉県での自転車利用ムーブメントの拡大により、「コバトンサイ

クル工場」が立地するとしたら経済波及効果は・・・？ 

経済波及効果分析ツール（企業立地版）を使って、計算してみまし

ょう。 

 

企業立地の経済波及効果は、次のような手順で求めていきます。 

 

＜手順１＞企業の建設費や操業開始後の年間生産見込額等の確認 

企業立地の経済波及効果を計算するには、以下の情報を把握する必要があります。 

 

表１ 「コバトンサイクル工場」に関する情報 

項目 金額等 

土地造成費   １００百万円 

工場建築費 １，０００百万円 

設備投資費   ７００百万円 

操業開始後の生産品目と品目ごと

の年間生産額 

生産品目：自転車 

年間生産額：９００百万円（見込） 

 

 

＜計算手順＞ 

１ 企業の建設費や操業開始後の年間生産見込額等の確認 

２ 分析ツールへの入力 

Ｑ．生産額とは何ですか？ 

Ａ．立地企業が製造業で在庫はないと考えれば、製品出荷額・売上高とほぼ同じ概念です。 

 ただし、立地企業が卸小売業の時は、生産額（粗利）＝売上高－仕入原価 となります。 

 卸小売企業の生産額を出したい場合は、本ツールの「粗利率」シートを利用してくださ

い。 

＜例：立地企業が医薬品卸売業＞ 

 「粗利率」シートで売上高（販売額）の欄に金額を入力すると、粗利が計算されます（例

えば売上高100,000千円と入力すると粗利は18,308千円）。この金額を「入力」シートの 

「511 商業」の生産額に入力します。 

 

埼玉県マスコット「コバトン」 
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＜手順２＞分析ツールへの入力 

次に表１の内容を分析ツールに入力していきます。 

 

①  「入力」シートを開いてタイトルを入力します。（以下、入力部分は赤字にしていま

す。） 

 

 

②  土地造成費と工場建築費を入力します。 

 

③  次に設備投資額と生産額を入力しますが、それには「自転車工場」の部門分類を調べ

る必要があります。 

 

  

産業連関表Code・部門分類とは 

産業連関表は、経済を構成する各産業間や家計の取引状況をまとめた表です。各産

業は生産活動単位で分類され、Codeと部門名が付されています。 

経済波及効果分析ツール（企業立地版）は産業を１０７の部門に分けた産業連関表

を用いて波及効果を計算し、立地した企業によってどの産業部門の生産が誘発される

のかを分析するものです。どの産業部門に入力するかによって経済波及効果の大きさ

も誘発される産業も変わります。 
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④  Codeと部門名を確認したい場合は、「定義」シートをクリックします。自転車は

「Code 359  その他の輸送機械・同修理」という部門であることが分かりました。 

 

※  「定義」シートの例示品目から該当する部門を探すには、エクセルの「検索」機能を

使うとよいでしょう。ただ、その品目が様々な材質で生産されている場合、複数の部

門がヒットすることになります。 

例えば「コップ」で検索すると、「164紙加工品」「221プラスチック製品」「253陶磁

器」の３つで抽出されます。実際に生産予定のコップの材質で部門を判断します。 

 

⑤  「入力」シートにもどり、「Code359  その他の輸送機械・同修理」のところに設備

投資額と生産額を千円単位で入力します。 
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＜分析結果＞ 

分析結果は「報告書」シートに次のように表示されます。次のページでこの見方を説明

していきます。 

 

最終需要
増加額

直接効果
第１次
間接効果

第２次
間接効果

総合効果
生産誘発倍

率
(対最終需要)

生産誘発倍
率

(対直接効果)

粗付加価値
誘発額

雇用誘発人数
(うち直接効

果)

① ② ③ ④ ⑤=②+③+④ ⑥=⑤÷① ⑦=⑤÷② ⑧ ⑨

10.1

(6.8)

92.0

(61.1)

21.9

(13.9)

123.9

(81.7)

　 49.6

(29.5)

単位：千円 単位：千円

No 直接効果 第１次間接効果 第２次間接効果 総合効果
1 1,100,000 1,224 497 1,101,720
2 130,313 410 9,933 140,656
3 18,152 50,071 55,569 123,792
4 3,252 86,702 15,074 105,028
5 51,654 1,979 77 53,710
6 0 839 45,949 46,789
7 0 14,060 24,495 38,555
8 1,659 20,745 15,280 37,683
9 0 12,725 24,035 36,760
10 359 33,789 207 34,354
11 10,115 6,976 12,704 29,795
12 0 23,922 54 23,976
13 19,064 3,961 49 23,075
14 20,011 1,368 162 21,542
15 0 76 19,418 19,494
16 0 5,429 9,274 14,703
17 0 3,394 5,092 8,486
18 0 34 6,685 6,719
19 128 4,004 716 4,848
20 1,443 1,012 2,203 4,659

2,164 66,818 105,321 174,303
1,358,313 339,539 352,795 2,050,647

単位：千円 単位：千円

No 直接効果 第１次間接効果 第２次間接効果 総合効果
1 900,000 39,921 1,179 941,100
2 0 22,763 29,736 52,500
3 0 30,087 8,066 38,154
4 0 195 24,589 24,784
5 0 7,193 13,108 20,302
6 0 13,922 4,963 18,885
7 0 3,237 12,862 16,098
8 0 6,072 8,177 14,248
9 0 29 10,391 10,420
10 0 2,217 6,798 9,015
11 0 7,008 15 7,023
12 0 91 5,316 5,407
13 0 2,924 811 3,735
14 0 4 3,577 3,581
15 0 776 2,725 3,501
16 0 2,327 16 2,344
17 0 972 1,137 2,109
18 0 1,934 87 2,021
19 0 1,323 515 1,838
20 0 1,667 111 1,778

0 16,781 54,611 71,392
900,000 161,444 188,790 1,250,235

●稼働前による投資（土地造成、工場建築、設備投資）は、一時的なものであるため、波及効果の金額や雇用誘発人数は継続的ではない。
●稼働後による生産は、継続性があるため、波及効果の金額や雇用誘発人数は継続的である。

分析に利用した産業連関表と各種係数

●埼玉県産業連関表（2015年表）　107部門
・物価調整 2023年
・県民所得係数　 0.944173
・消費転換係数 0.810572

金属製品
その他

部　門

水道
非鉄金属
他に分類されない会員制団体

電気機械
その他の製造工業製品

情報通信
鉄鋼
教育・研究
廃棄物処理
飲食料品

輸送機械
商業
対事業所サービス
対個人サービス

合計

稼働後生産における波及効果上位20部門（39部門分類）

部　門
建設

金融・保険
運輸・郵便
不動産
金属製品
情報通信

教育・研究
商業
対事業所サービス
生産用機械
対個人サービス

水道
飲食料品
パルプ・紙・木製品
輸送機械
その他

窯業・土石製品
はん用機械
電気機械
医療・福祉
電力・ガス・熱供給

579,998

352,795 2,050,647 1.14

金融・保険
電力・ガス・熱供給
不動産
運輸・郵便
医療・福祉

合計

稼
働
後

生　　産 900,000 900,000 161,444 188,790 1,250,235 1.39 1.39

稼働前投資による波及効果上位20部門（39部門分類）

計 1,800,000 1,358,313 339,539

1.51 780,273

設備投資 700,000 258,313 58,888 72,468 389,670 0.56 1.51 222,371

工場建築 1,000,000 1.51

稼
働
前
投
資

1.51 1,100,085

コバトンサイクル工場の経済波及効果

試算結果
単位：千円、倍、人

1,000,000 259,836 245,607 1,505,444

土地造成 100,000 100,000 20,814 34,719 155,533 1.56 1.56 97,442
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まず「試算結果」で使われている用語の意味を理解していただくため、「経済波及効果

とは何か」を図に表すと以下のようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「総合効果」欄に記載された額が経済波及効果総額です。コバトンサイクル工場につい

ては、稼働前投資（土地造成、工場建築、設備投資）と稼働後（生産）に分けて算出して

います。「稼働前投資額１８億円の経済波及効果は約２１億円、誘発倍率は１．１４倍。

稼働後の生産９億円による経済波及効果は約１３億円、誘発倍率は１．３９倍」というこ

とになります。 

稼働前投資と稼働後生産の経済波及効果は同時発生するわけではないため、合算してい

ません。また稼働前投資の経済波及効果は投資時点だけに発生しますが、稼働後生産の経

済波及効果は毎年同様に操業されれば継続して発生します。 

「粗付加価値誘発額」は「総合効果」から原材料等の中間投入を控除した額であり、県

内総生産（県ＧＤＰ）に近い概念です。 

「雇用誘発人数」は、産業連関表の付帯表である「雇用表」をもとに、各産業が誘発さ

れた生産を行うために投入した労働量を人数で表したものです。 

そして「波及効果上位２０部門（３９部門分類）」は、企業立地がどのような産業の生

産を誘発するのかを分析するためのものです。  

県内産業の増加 

（消費増に関連する産業の生産誘発） 

＝最終需要増加額 

＝直接効果 

＝第１次間接効果 

＝第２次間接効果 

総合効果＝直接効果＋第１次間接効果＋第２次間接効果 

所得の増加 

（直接効果・第1次間接効果による所得の増加） 

県内他産業への生産波及 

（原材料となる産業の生産誘発） 

県内産業の需要増加 

（発生した需要のうち県内産業の需要増加額） 

需要の発生 

(事業実施により発生する需要増加額) 

消費の増加 

（所得が増加したことによる消費額の増加） 
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以上、コバトンサイクル工場の経済波及効果について見てきましたが、計算手順等を知

りたい場合は、「フローチャート」や「波及」シートを参照してください。 

また、産業連関表についてさらに詳しく知りたい場合は、ホームページに掲載している

「産業連関表利用の手引」や「経済波及効果とは？」も御覧ください。 

 

 
 

 

 

Ｑ．報告書をみると、「土地造成」「工場建築」「生産」は最終需要増加額と直接効果が同

額なのに「設備投資」は最終需要増加額より直接効果が小さくなっており、誘発倍率も低い

です。これは何故ですか？ 

 

Ａ． 

産業連関表では「土地造成」や「工場建築」などの建設部門は、県内の建設現場における

生産活動を県内生産として定義しています。したがって県外の建設業者が請け負った建設事

業であったとしても、その建設現場で行われた生産活動とみなされ、自給率は１００％とな

ります。 

また、「生産」は県内のコバトンサイクル工場での生産活動そのものですから、当然自給

率は１００％であり、最終需要増加額＝直接効果 になります。 

一方、「設備投資」は建設のような取扱いをしません。設備投資に値する製品 

は、県外産も考えられるため（自給率は１００％ではないため）、波及効果は県 

外へ漏れ出すことになります。このため、「最終需要増加額 ＞ 直接効果」と 

なり、誘発倍率も低くなります。 

Ｑ．報告書の下のほうに「県民所得係数」「消費転換係数」と書いてありますが、これは何

ですか？ 

 

Ａ． 

 「県民所得係数」：生産誘発により雇用者所得が増加した時、ここには県外に住んでい

る雇用者の所得も含まれています。「県民所得係数」はこれを取り除くための係数で

す。（県内に住んでいる雇用者が県内で消費するとみなすため） 

 

 「消費転換係数」：雇用者はもらった所得を全額消費するとはかぎりません。所得のう

ち消費に回る額を計算するための係数が「消費転換係数」です。 

埼 玉 県 マ ス コ ッ ト 「 コ バ ト ン 」  

埼玉県マスコット「コバトン」  

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0206/a152/2015io-main.html
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0206/a152/hakyumain.html

